
議案第４９号

木津川市議会議員報酬等に関する条例の一部改正について

木津川市議会議員報酬等に関する条例（平成１９年木津川市条例第４１号）の一部

を別紙のとおり改正する。

令和５年１１月３０日提出

木津川市長 谷口 雄一

提案理由

令和５年１０月１０日に木津川市特別職報酬等審議会に議員報酬についての検証と

改定の必要性を諮問したところ、令和５年１０月２６日の答申において、府内の他市

及び類似団体の状況等を鑑み、将来の市の発展につながる議員活動を期待し、令和６

年４月１日から報酬月額を改定することが適当であると示されたこと等により所要の

改正を行うものです。



木津川市条例第 号

木津川市議会議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例（案）

第１条 木津川市議会議員報酬等に関する条例（平成１９年木津川市条例第４１号）

の一部を次のように改正する。

（下線部分は改正部分）

第２条 木津川市議会議員報酬等に関する条例の一部を次のように改正する。

（下線部分は改正部分）

改正後 改正前

（期末手当）

第４条 （略）

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準

日現在（同項後段に規定する者にあって

は、任期満了、辞職、除名、失職、死亡

又は解散によりその職を離れた日現在）

において、同項に規定する者が受けるべ

き報酬の月額及び報酬の月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に１００

分の１７５を乗じて得た額に、一般職の

職員の例により一定の割合を乗じて得た

額とする。

（期末手当）

第４条 （略）

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準

日現在（同項後段に規定する者にあって

は、任期満了、辞職、除名、失職、死亡

又は解散によりその職を離れた日現在）

において、同項に規定する者が受けるべ

き報酬の月額及び報酬の月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に１００

分の１６５を乗じて得た額に、一般職の

職員の例により一定の割合を乗じて得た

額とする。

改正後 改正前

（報酬）

第２条 報酬の額は、次のとおりとする。

（１） 議長 月額 ４９０，０００円

（報酬）

第２条 報酬の額は、次のとおりとする。

（１） 議長 月額 ４７０，０００円



附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行し、令和５年１２月１日から適用する。ただし、

第２条の改正は、令和６年４月１日から施行する。

（給与の内払）

２ 第１条の改正による改正後の木津川市議会議員報酬等に関する条例（以下「改正

後の条例」という。）の規定を適用する場合は、改正前の木津川市議会議員報酬等

に関する条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の条例の規定による給与

の内払とみなす。

（２） 副議長 月額 ４００，０００

円

（３） 議員 月額 ３７０，０００円

２～４ （略）

（期末手当）

第４条 （略）

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準

日現在（同項後段に規定する者にあって

は、任期満了、辞職、除名、失職、死亡

又は解散によりその職を離れた日現在）

において、同項に規定する者が受けるべ

き報酬の月額及び報酬の月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に１００

分の１７０を乗じて得た額に、一般職の

職員の例により一定の割合を乗じて得た

額とする。

（２） 副議長 月額 ３８０，０００

円

（３） 議員 月額 ３５０，０００円

２～４ （略）

（期末手当）

第４条 （略）

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準

日現在（同項後段に規定する者にあって

は、任期満了、辞職、除名、失職、死亡

又は解散によりその職を離れた日現在）

において、同項に規定する者が受けるべ

き報酬の月額及び報酬の月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に１００

分の１７５を乗じて得た額に、一般職の

職員の例により一定の割合を乗じて得た

額とする。



政策等の形成過程の説明資料

議 案 名 議案第４９号 木津川市議会議員報酬等に関する条例の一部改
正について

担 当 課 人事秘書課 人事係

提案事項の概要等
（必要性、効果等）

令和５年１０月１０日に木津川市特別職報酬等審議会に議員

報酬についての検証と改定の必要性を諮問したところ、令和６年

４月１日から報酬月額を改定することが適当であると示された

ため、所要の改正を行うとともに、令和５年８月７日に人事院か

ら国家公務員給与の改定の勧告が行われ、令和５年１０月２０日

に閣議決定されたことを受け、木津川市においても、国と同様に

期末手当を改定するため、関連する条例の一部を改正するもので

す。

提案に至るまでの経緯

特別職報酬等審議会関係

・木津川市特別職報酬等審議会において審議、答申（１０月１０

日、１０月２６日）

・政策会議（１１月７日）

人事院勧告関係

・人事院勧告発出（８月７日）

・給与法案閣議決定（１０月２０日）

・人事院勧告を受け、課内協議、検討を実施

市 民 参 加 の 状 況

■有 □無

・木津川市特別職報酬等審議会での審議における公募委員の参加

市総合計画の位置付け

基 本 方 針
７ 効果的・効率的な行政運営と市民に開かれたま
ちづくり

政 策 分 野 １７ 行財政運営

施 策
⑤ 組織・人材育成
イ 人材育成の充実

概 算 事 業 費
( 単 位 : 千 円 )

□単年度（ 年度）
■複数年度（令和５年度から）
令和５年度から：８２３千円（議員人件費：人勧分）
令和６年度から：６，３６４千円（議員人件費：報酬改定分）

将来にわたる効果及び
経費の状況

木津川市特別職報酬等審議会で答申された内容を基に、報酬の

引上げを行います。

国家公務員の特別職の給与改定に準じて、改定を行います。


